
　

 

筑紫野市社会福祉協議会　

【地域福祉活動計画進捗状況表
　評価基準について】
「Ａ」…実施率９０％以上
「Ｂ」…５０％以上９０％未満
「Ｃ」…５０％未満
「Ｄ」…未実施

第 二 次 地 域 福 祉 活 動 計 画 進 捗 状 況 表

 （ 令 和 5 年 度 ）



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

①
地
域
に
お
け
る

交
流
機
会
の
充
実

地域サロンの運営支援や
福祉バスの貸出などに努
め、地域での交流や外出
の機会の少ない方の社会
参加・参画機会を充実し
ます。

　新型コロナウイルス感染症対策により縮小されているが、令和６年３月末時点で市内９
５箇所（休会中は除く）で実施されているいきいきサロンに延べ28回訪問し運営支援を
行った（見学での訪問含む）。福祉バスについても延べ42回の貸出（運行）を行い、バス
ハイク等の行事運営支援を行った。

30（サ
ロン訪
問支援
回数）

54（サ
ロン訪
問支援
回数）

100% A

　新型コロナウイルス感染症対策を行いつつ要望
のあったサロンへの訪問や各サロンへの見学を引
き続き行うと共に、運動サポーター等の社会資源
やボランティアとの連携により多方面での活動支
援を行う。また、福祉バスの貸出は引き続き実施
し、安全安心に利用できるよう環境整備に努め
る。

②
声
か
け
・
あ

い
さ
つ
運
動
の

推
進

市や関係機関・団体等と
連携し、地域での声か
け・あいさつ運動を推進
します。

民生委員・児童委員や福祉委員に対して、各学習会等を通して、市の提供する情報や筑紫
野警察署による防犯情報、安心した日常生活に必要な防災等の情報を提供した。提供した
情報については各地域サロン開催案内の声掛けや見守り訪問に活用され、活動の支援をす
ることができた。

７回 ４回 54% B

　コミュニティや行政区等で実施されている声か
け見守り、あいさつ運動また、ながら防犯等の実
施状況や課題を把握し、地域への情報提供・共有
に努める。

③
地
域
交
流
事
業

等
へ
の
支
援

地域住民や関係団体等が
主体的に取り組む交流事
業等の推進を図るため、
必要な備品の貸出や情報
提供などに努めます。

　高齢者や子ども、障がいがある方も簡単に楽しく使用できるレクリエーション用具、綿
菓子機やポップコーン機等の行事用機器や催事テントをいきいきサロンや地域での交流事
業等に積極的に活用いただけるように準備をしている。

50（レ
クリ
エー
ション
用具等
貸出）

391
（レク
リエー
ション
用具等
貸出）

100％ A

　各種用具の貸出については、引き続き継続して
地域行事の活性化を支援していきたい。また、経
年劣化等で使用できなくなっている道具等もある
ので地域や各団体等での購入にあたり、民間助成
金の周知もあわせて行っていく。

④
地
域
活
動
へ
の
意
識

啓
発 地域活動情報の提供やイ

ベント開催などを通じ
て、地域福祉に関する住
民の関心を高め、実践的
な地域活動につなげるこ
とができるよう意識啓発
に努めます。

　介護の分野においては、介護者同士の介護に関する情報交換や交流の場として、「筑紫
野市介護を考える家族の会」と協働で介護者のつどいを４回（うち１回はリフレッシュ交
流会）実施し、介護や認知症に関する情報提供・情報交換を行った（延べ参加者202
名）。地域住民を対象とした意識啓発としては、ボランティア・当事者団体・行政などか
ら成る「ちくしの福祉村」と協働で行う「ちくしの福祉村学習会」を感染予防対策を講じ
て４回開催し187人の参加があった。また、運営委員による勉強会を２回開催した。

４回
（介護
者のつ
どい）

４回
（介護
者のつ
どい）

100% A

　介護者のつどいや福祉村の公開講座や勉強会等
の事業には各種団体及びボランティアの協力が不
可欠であるが、高齢化等に伴う後継者やボラン
ティアの担い手確保が課題となっている。

（
１
）
災
害
時
や
緊
急
時
の

見
守
り
活
動
の
推
進

①
災
害
時
や
緊
急
時
の
見
守

り
体
制
づ
く
り

平常時からの地域と要支
援者等との良好な関係づ
くりを進めるとともに、
災害発生時や緊急時にお
ける適切な支援・対応が
できるよう、自治会等や
民生委員・児童委員、関
係機関・団体等が連携・
協力したり見守り体制の
構築に努めます。

　コミュニティや自治会単位での災害時における見守り体制整備やネットワーク構築に向
けて、被災地や他市町の活動状況等の情報取集を行った。また、筑紫地区５市の社会福祉
協議会災害時相互支援協定に基づき再確認を行った。また、各コミュニティにおいては、
平常時の見守り体制に係る、区長・自治会長と民生委員・児童委員の情報共有の場づくり
に努めた結果、７コミュニティで開催することができた。

7地区
（見守
り会
議）

7地区
（見守
り会
議）

100% A

　被災地支援の経験や他市町の取り組みについて
の情報を自治会をはじめとした地域懇談会等に於
いて情報の提供や周知を行う。また、コミュニ
ティや自治会、民生委員児童委員連合会などによ
る研修・学習会を通じ、災害に備えたネットワー
ク作りに継続的に取り組む。二日市地区は行政区
も多く一同に集まる場所の確保が困難だったた
め、愛の見守り訪問の際に各地区での情報共有が
図られた。

（
２
）
小
地
域
福
祉
活
動
の

充
実
・
支
援

①
小
地
域
福
祉
活
動
へ
の
支

援
サロンの代表者会などを
実施し、地域サロン活動
に必要な情報提供や運営
サポートを行います。ま
た、小地域福祉活動への
支援が必要な地域や場所
へ出向き、サロンを開催
するなど、地域課題の発
見とサロンが地域に根付
くよう働きかけます。

　地域サロンにおける運営上必要な事務手続きや実践報告、終活についてと認知症につい
ての講座を高齢者・障がい者サロン対象にサロン連絡会として２回行った。また、子育て
サロンを対象とし、おもちゃについてと子どもの事故予防と応急手当について学ぶ機会と
するサロン連絡会を２回行った。サロン企画委員を主体とし、現状のバスハイクコースの
案内や新しいサロンの紹介などを掲載した「サロン企画委員だより」を３回作成し、地域
でのつながり作りの一つとして活用できるよう支援した。

３回
（サロ
ン連絡
会）

４回
（サロ
ン連絡
会）

100% A

　新型コロナウイルス感染症が5類に引き下げにな
り、午前と午後に人数制限して行っていたサロン
連絡会も一同に会する事でサロン同士の情報交換
の場となっている。また、事務局と一体となり連
絡会を企画する「サロン企画委員」とも引き続き
協力しながら、連絡会の内容充実に努める。

＜基本理念＞お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標１　地域で支えあい、助けあう仕組みづくり

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

１
．
身
近
な
地
域
で
の
関
わ
り
を
豊
か
に
す
る

（
１
）
地
域
の
つ
な
が
り
の
再
構
築

1

２
．
地
域
の
声
か
け
・
見
守
り
活
動
を
推
進
す
る



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

＜基本理念＞お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標１　地域で支えあい、助けあう仕組みづくり

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

②
住
民
懇
談
会
等
の
開
催
支

援

小地域福祉活動の推進を
図るため、地域が主体的
に取り組む住民懇談会等
の開催を支援します。

　地域住民への小地域福祉活動への参加協力を呼びかけるため、各行政区長へ依頼を行
い、小地域福祉活動の説明会を実施した。また、区長会やコミュニティ主催の学習会等に
おいて社協が行う小地域福祉活動の主たる財源となる会員会費及び共同募金運動について
の説明・依頼を併せて実施した。

10地区
（行政
区等で
の説明
会の実
施）

11地区
（行政
区等で
の説明
会の実
施）

100% A

　地域住民に広く地域福祉活動への参加を呼びか
けるため、引き続き行政区・自治会等に対し小地
域福祉活動やその主たる財源となる共同募金運動
等についての説明を行うと共に、コミュニティや
自治会が推進する活動の直接的・間接的支援を通
して地域課題発掘や新しいサービスの構築に向け
た住民主体の懇談会や学習会の開催を計画してい
く。また各事業の研修会（サロン連絡会うや福祉
委員研修会）などでの啓発活動を図った。

③
地
域
の
関
係
団
体

等
へ
の
支
援

地域福祉を目的とした活
動を行う団体等の活性化
を図るため、活動費の助
成支援などを行います。

　福祉委員設置行政区・自治会（７７行政区・４自治会）及び各いきいきサロンに対して
活動費の助成支援を行った（９０箇所）。また、共同募金運動の配分金として、シニアク
ラブ連合会や婦人会、各ボランティア団体等に対して活動費の助成を行った（２９団
体）。

200ヶ所
（助成
団体）

200ヶ所
（助成
団体）

100% A
　助成金の主たる財源となる共同募金等の財源の
確保や助成内容についての検討が課題。

①
地
域
の
居
場
所
づ
く
り

活
動
の
推
進

ひとり暮らしの高齢者な
どが地域の中で孤立する
ことなく、安心して暮ら
せるよう、自治会等や地
域団体等が主体的に取り
組む地域の居場所づくり
活動を支援します。

　地域で活動する様々な団体等と連携し、地域の高齢者等の生きがいづくりや仲間づく
り、介護予防などの拠点として、住民同士の自発的な支えあい活動であるふれあいいきい
きサロン活動の推進に取り組んだ。

95ヶ所
（サロ
ン実施
個所）

95ヶ所
（サロ
ン実施
個所）

100% A

　地域包括支援センターや地域ボランティア、福
祉事業所、民間企業等と連携しながら、地域サロ
ンへの訪問、連絡会等による情報提供、感染症予
防の情報や活動費の助成を行い継続的な支援を引
き続き行う。

②
施
設
等
の
利
用
促

進

老人福祉センターなどの
利用促進を図るため、住
民ニーズを踏まえた施設
運営に努めます。

　高齢者等が健康の増進や交流を行える場として老人福祉センターの管理・運営を市の委
託を受け行った。今年度は修理などで１１日間休みとなった。

310日
（開催
日時）

299日
（開催
日時）

96% B

　利用者間のトラブルや利用マナーについての苦
情等が発生することも予測されるため、行政・警
察・医療機関等の専門機関と連携しながら利用し
やすい環境整備に引き続き取り組む。また、建物
も年数が立ってきているため修理が入り休館にな
る事も考えられる。

２
．
地
域
の
声
か
け
・
見
守
り
活
動
を
推
進
す
る

（
２
）
小
地
域
福
祉
活
動
の
充
実
・
支
援

３
．
地
域
住
民
の
活
動
拠
点
の
整
備
と
地
区
間

交
流
を
推
進
す
る

（
１
）
だ
れ
も
が
気
軽
に
集
え
る
交
流
の
場
づ

く
り
の
推
進

2



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

①
民
生
委
員
・
児
童
委

員
や
福
祉
委
員
へ
の
支

援

民生委員・児童委員や福祉
委員が活動しやすい環境づ
くりを推進するため、必要
な情報提供や研修機会の充
実に努めます。

　民生委員・児童委員が地域福祉の担い手として十分に実践活動
が行えるよう、連合会の組織運営のための理事会、定例会等の開
催や研修等における関係機関との連絡調整について協力支援を
行った。
（台風のため１回中止）
福祉委員を対象とした研修会は3回開催し、活動の情報収集及び
情報提供の場を提供した。

12回(民生委
員会議）

11回(民
生委員会
議）

92% B

　R6.3月現在197名の福祉委員活動の充実や資質向上のため、研
修会及び情報交換会を引き続き実施しているが、福祉委員の高齢
化もすすんでいるため、無理なく地域でできる内容を検討してい
く必要がある。

②
民
生
委
員
・
児
童
委

員
や
福
祉
委
員
活
動
等

の
周
知
・
啓
発

民生委員・児童委員や福祉
委員活動について、市民の
理解を深め、積極的な協力
を得ることができるよう、
様々な機会や場を活用し、
その役割等の周知・啓発に
努めます。

　広報誌やホームページ等を通じて、民生委員・児童委員及び福
祉委員の活動についてのＰＲ・啓発を行った。また、地域づくり
や地域包括ケアシステム構築に向けた研修を地区民生委員児童委
員協議会等で継続して実施した。民生委員児童委員連合会広報委
員会への運営支援を行い、外部団体への啓発や各地域における広
報物への周知記事掲載につなげることができた。

5回(広報委
員会会議）

5回(広報
委員会会
議）

100% A
　広報誌や地域の行事・団体に対した啓発活動に加え、様々な機
会を通じて地域住民との懇談会や情報交換会の実施と次の担い手
について継続して検討する。

①
地
域
課
題
等
の

把
握
・
分
析

地域サロンや地域懇談会な
どへの参加を通じ、地域の
福祉ニーズや生活課題等の
把握・分析に努めます。

30（サロン
訪問支援回

数）

54（サロ
ン訪問支
援回数）

100% A

②
積
極
的
な
ア
ウ
ト

リ
ー
チ
の
推
進

積極的なアウトリーチ活動
を展開し、制度の狭間や支
援につながりにくい生活課
題等の発見・把握に努めま
す。

7地区（コ
ミュニティ
毎の研修
会）

2地区
（コミュ
ニティ毎
の研修
会）、
5地区

（健康福
祉部会の
出席）

100% A

③
地
域
点
検
活
動
の

推
進 自分たちが暮らす地域の良

さや課題等を再確認し、地
域福祉の更なる充実を図る
ことができるよう、地区内
の危険箇所や社会資源等の
点検活動を働きかけます。

・自治会役員、民生委員・児童委員、福祉委員からの情報を通じ
て、市の関係各課とともに地区内の危険個所の把握を行う。具体
的には、コミュニティにおける、防災の観点から保護者や子ども
と一緒に地域の神社を中心に地域全域を歩いて回り、地域内の危
険個所度等の確認ができた。また、コミュニティと保護者と子ど
もの見守り支援の共通認識が図られた。

1地区(学習
会）

1地区(山
口コミュ
ニティ）

100% A

・自治会等の協力を得ながら、災害・犯罪に備えるための情報収
集・懇談会の実施を進めるとともに、地域が抱える課題や課題解
決に向けての取り組み内容など新たな社会資源の発掘を目指した
地域へのアセスメント活動にも併せて取り組む。

（
３
）
地
域
福
祉
活

動
メ
ニ
ュ
ー
づ
く
り

の
促
進

①
地
域
福
祉
活
動
メ

ニ
ュ
ー
づ
く
り
の
促

進

複雑・多様化する地域課題
等に応じていくため、支援
が必要な高齢者や障がい者
などの声を反映した新たな
地域福祉活動メニューづく
りを促進します。

　地域福祉課題を把握し新たな活動メニューづくりを促進するこ
とを目的に、生活支援コーディネーター等によるアウトリーチに
よって様々な地域活動の把握と課題分析に取り組んだ。また、コ
ミュニティ内での地域活動状況の把握や他地区への啓発、新たな
取り組み事業の継続のために、コミュニティ運営協議会健康福祉
部への継続的支援を行った。

1地区（平等
寺）

1地区
（平等
寺）

1コミュ
ニティ
（筑紫）

100% A
　地域包括ケアシステム構築に向け、住民や関係機関団体等への
周知、啓発や既存の社会資源や地域福祉活動の充実や新たな取り
組みに実施に向けた体制整備に引き続き取り組む。

・生活支援コーディネーターを中心に、行政や地域包括支援セン
ター等と連携しながら、多様な主体による地域活動の情報及び課
題の把握に取り組むとともに、課題解決に向け自由な意見交換や
検討ができる場である「第１層協議体」の運営支援を行った。
・重点地区である筑紫コミュニティにおいては、令和４年度から
準備を進め、買い物支援に係る学習会やアンケート実施、連絡調
整などの運営支援を行った。
・コミュニティ運営協議会や健康福祉部会等の協力のもと、地域
包括ケアシステムの啓発や地域での取り組みや社会資源、課題・
ニーズの共有などを目的とした支えあい学習会をコミュニティ単
位で実施した（延べ６回、322名）。
・健康福祉部会等の関わりを深め、部会で開催される定例会へ毎
回出席することができた。

　福祉課題の把握や人材の育成、新しいサービスの構築等を目的
とした住民対象の学習会や懇談会実施に向けコミュニティや自治
会等へ働きかけを行う。また、住民相互のたすけあい活動や新し
い活動や支援のメニューの開発、発見に向け、コミュニティや自
治会を単位とした住民懇談会や交流会の実施を継続して検討して
いく。そのために、健康福祉部会との関わりをより深め、情報収
集に努める。

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞　お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

3

基本目標２　様々なニーズを受け止め、支援するための仕組みづくり

（
２
）
地
域
課
題
等
の
把
握
・
点
検

１
．
生
活
課
題
の
発
見
と
把
握
・
対
応
の
た
め
の
基
盤
を
つ
く
る

（
１
）
民
生
委
員
・
児
童
委
員
及
び
福
祉
委
員

活
動
の
充
実



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞　お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標２　様々なニーズを受け止め、支援するための仕組みづくり

１
．
生
活
課
題
の
発
見
と
把
握
・
対
応
の
た
め
の

基
盤
を
つ
く
る

（
４
）
地
域
ま
ち
づ
く
り
計
画
等
の
支
援

①
地
域
ま
ち
づ
く
り
計
画
等
の
支
援

コミュニティにおける地域
福祉の効果的な推進を図る
ため、様々な福祉ニーズを
持つ住民の声や地域で活動
する様々な福祉関係者の参
加・参画を求めながら、地
域の社会資源を活かした地
区の地域まちづくり計画等
を支援します。

　コミュニティの地域づくりに携わる際に、地域まちづくり計画
を柱とし、各コミュニティにおける地域福祉活動計画等の推進を
目的に、コミュニティや健康福祉部会等との学習会・地域包括ケ
アシステム等の説明会の開催支援に取り組んだ。また、コミュニ
ティ等が実施する学習会や認知症サポーター養成講座などへの参
加を通じ支援に取り組んだ。

100件(コ
ミュニティ
での打合せ
と会議）

198件(コ
ミュニ
ティでの
打合せと
会議）

100% A

各コミュニティにおいて、福祉推進における課題やニーズのヒア
リングを福祉関係者等に実施するとともに、情報提供や住民懇談
等の運営支援を行う。コミュニティ運営協議会健康福祉部会や学
習会、講座等への参加を通して、現状に則した支援に取り組む。

（
１
）
各
種
相
談
・
支
援
事

業
の
充
実

①
社
会
福
祉
協
議
会
相
談
事

業
の
推
進

社会福祉協議会が実施する
各種相談事業を周知すると
もに、関係専門機関等の連
携・強化を図り、相談事業
の充実に努めます。

　市の設置する自立相談支援機関（暮らしの困りごと相談窓口）
等と連携し、低所得者世帯や高齢者世帯、障がい者世帯に対する
生活福祉資金貸付制度や、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り稼働収入が減少した世帯に緊急かつ一時的な生計維持のために
資金を貸し付ける緊急小口資金・総合支援資金特例貸付の周知や
申請手続きを行った。また、認知症等により判断能力が不十分で
ある方が、地域で自立した生活が送れるよう日常的金銭管理等に
よる支援を行う暮らしのサポートセンター事業では、地域包括支
援センター等と連携し課題に取り組むとともに、地域住民や関係
機関に対し事業の周知を図った。また、介護分野では社協が活動
の支援をしている「筑紫野市介護を考える家族の会」が介護相談
窓口を開設し、相談に応じた。

15名（介護
を考える家
族の会相談
件数）

18名（介
護を考え
る家族の
会相談件
数）

100% A

市の設置する困りごと相談窓口や筑紫野市介護を考える家族の会
との連携を図り、相談事により行政等各関係機関への紹介等途切
れない支援を行う。
介護を考える会の支援者も高齢化し、担い手の確保に努める。

①
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
機
能

の
充
実 生活課題を抱える方に対す

る個別支援の強化を図るた
め、職員のコミュニティ
ソーシャルワーク技術や相
談援助技術等の内部研修を
強化するとともに、その機
能・体制のあり方等を研
究・検討します。

福岡県社会福祉協議会が実施する外部研修に積極的に参加し、情
報収集や支援技術の向上に努めた。また、他市町村社会福祉協議
会の取り組み状況を把握し、事業のあり方について検討を行っ
た。さらに、暮らしのサポート運営審議会において、外部委員に
対し、事業の取り組み状況等の報告を行った。

3回（運営審
議会）

3回（運
営審議
会）

100% A

　地域福祉活動職員連絡会等において他市町の取り組みについて
の検討や先進地への情報収集などを通して学んだ内容について、
担当職員だけでなく、社協全体で情報共有を行うため、内部研修
等を実施していくと共に、更なるスキルアップを目的とした継続
的な職員研修に取り組んでいく。

②
相
談
員
等
へ

の
支
援

複雑・多様化する福祉課題
等に対応できるように、業
務に必要な研修機会や福祉
情報の提供を図るなど、相
談員等への支援に努めま
す。

　取り組みの現状や、苦情・要望に対する対応などについて、近
隣の社会福祉協議会や各種相談窓口等と情報交換・情報共有に取
り組んだ。また、福岡県社会福祉協議会等が実施する外部研修で
得た情報や他市町村社会福祉協議会の取り組み状況を共有した。

5回（外部研
修参加）

7回（外
部研修参
加）

100% A
　他機関との連携を密にしていきながら、県社会福祉協議会等が
行う苦情対応等の研修に積極的に参加し、相談員の資質向上及び
相談体制の充実につとめる。

4

２
．
き
め
細
や
か
な
相
談
・
支
援
体
制
を
充
実
・
強
化
す
る

（
２
）
相
談
・
支
援
体
制
の
整
備
・
充
実



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞　お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標２　様々なニーズを受け止め、支援するための仕組みづくり

③
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築

小地域福祉活動等を通じて
発見された地域課題の解決
を図るため、生活支援コー
ディネーターとの連携等に
より、地域の様々な関係機
関・団体等が必要な情報を
共有し、総合的かつ継続的
な視野で検討していくため
のネットワークづくりを進
めます。

　サロンへの訪問やサロン連絡会・福祉委員研修会においてのア
ンケートなどから福祉課題を把握し、関係機関との連携を図りな
がら課題解決に向けての支援を行った。また、市や包括支援セン
ター、筑紫野警察、福祉事業所等に加え、ヤクルト等の地元企業
との連携を強化し、サロン活動をはじめとした地域福祉活動や課
題の解決に向けての支援に取り組んだ。

77行政区(ア
ンケート）

69行政区
（アン
ケート）

90% A

　福祉課題の発見や解決に向けた取り組みが地域コミュニティや
自治会単位で充実されるよう、行政をはじめとした関係機関の協
力を得ながら福祉課題の把握や見える化に努めるとともに、社会
資源情報誌等の活用方法の研究・検討に取り組む。

④
身
近
な
相
談
・
支

援
体
制
の
推
進

地域サロンなど、地域の身
近な交流の場において、日
常生活での悩みや心配ごと
などを気軽に相談できるよ
うなシステムづくりを進め
ます。

　地域サロン訪問やサロン代表者連絡会等において地域住民の課
題や悩み等の相談に応じ、専門職や相談窓口につなぐとともに、
高齢者サロンの立ち上げ（２件内１ヶ所サロン設置）、子育てサ
ロンの立ち上げ（２件内２ヶ所サロン設置）の支援を行った。ま
た、子ども食堂等の「集いの場」の立ち上げ相談に応じ、情報提
供や継続的な支援を行った。

7団体（子ど
も食堂）

8団体
（子ども
食堂）

100% A
　サロンをはじめとした小地域福祉活動に参加・支援を引き続き
行っていくと共に、行政や専門機関をはじめとした関係機関と連
携し、相談支援の体制を充実させる。

（
１
）
だ
れ
も
が
理
解
し
や
す

く
、
活
用
し
や
す
い
情
報
の
提

供 ①
わ
か
り
や
す
い
情
報
の
提

供

だれもがわかりやすい福祉
情報を提供することができ
るよう、利用者の立場や特
性などに配慮しながら、
「ちくしの福祉だより」や
ホームページなどの更なる
充実に努めます。

　社協活動の周知や各種福祉情報の伝達・周知、地域住民の意識
高揚などを目的に広報誌「福祉だより」を作成し、年4回全戸配
布を行った。また、発行にあたっては「福祉だより編集委員会」
を実施し、福祉委員をはじめ市民からの意見を取り入れた広報誌
づくりに取り組んだ。ホームページにおいては、活動紹介や情報
提供に加え、各種申請書類のダウンロードなど利用しやすい環境
整備に取り組んだ。

４回
（福祉だよ
り発行）

４回
（福祉だ
より発
行）

100% A

　市民にとって身近な広報誌・ホームページとなるため、編集委
員会等において市民の意見や要望を取り入れた紙面づくりに引き
続き務めると共に、他市町を参考にしながらより良い広報誌・
ホームページづくりの研究・研修に取り組む。また、ＳＮＳ等を
活用し、より身近な情報発信や情報共有を行えるよう環境整備に
取り組む。

①
福
祉
関
連
情
報
の
発

信
・
強
化

福祉サービス利用者の立場
に立った広報やホームペー
ジづくりを進めるととも
に、自治会等や関係機関・
団体等との連携を強めなが
ら、福祉関連情報の発信・
強化に努めます。

　地域住民にとってより親しみやすく利用しやすいホームページ
や広報づくりのため、福祉だより編集委員会をはじめ広く市民か
らの意見・要望を受けると共に、ホームページに於いては、定期
的な更新を心掛けて、最新の情報発信に努めた。一部関係団体等
においては、ＳＮＳを活用した発信をし、迅速な情報提供を行う
ことができた。

25団体 25団体 100% A
　より見やすく便利な広報誌やホームページの作成のため、外
部・内部研修の充実を図っていく。

②
地
域
懇
談
会
等
の
開

催
支
援

地域における福祉ニーズや
生活課題などの把握を促
し、地域住民同士の情報共
有を図ることができるよ
う、地域が主体的に開催す
る懇談会等の取り組みを支
援します。

　コミュニティ運営協議会や健康福祉部会等の協力のもと、地域
包括ケアシステムの啓発や地域での取り組みや社会資源、課題・
ニーズの共有などを目的とした支えあい学習会をコミュニティ単
位で実施した。また、地域が主体的に取り組むために必要となる
地域福祉の担い手発掘・養成のために、セミナーや講座を実施し
た。

延べ15回
延べ450名

延べ6回
延べ322

名
1回136名
（担い手
養成）

93% A

　地域包括ケアシステムの周知、啓発を通じて地域課題の把握や
ボランティア等の人材育成、新しいサービスや体制の構築等を目
的とした住民懇談会や勉強会の開催に向けた働きかけを継続して
行う。あわせて、住民座談会や学習会の開催を地域主体で行うこ
とができるよう、開催前からの運営支援を積極的に行う。

（
２
）
必
要
時
に
必
要
な
情
報
が
入
手
で
き
る
仕

組
み
づ
く
り
の
推
進

３
．
住
民
の
視
点
に
立
っ
た
情
報
提
供
の
仕
組
み
を
つ
く
る

２
．
相
談
・
支
援
体
制
を
充
実
・
強
化
す
る

5

（
２
）
相
談
・
支
援
体
制
の
整
備
・
充
実



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞　お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標２　様々なニーズを受け止め、支援するための仕組みづくり

③
地
域
広
報
活
動

へ
の
支
援

地域住民が、福祉サービス
や地域課題、地域福祉を取
り巻く最新情報などを把握
できるよう、地域で取り組
む広報活動等を支援しま
す。

　サロンの開催案内や地域内での回覧・啓発チラシなどについて
掲載情報の提供や作成支援を行った。また、サロンや福祉委員設
置行政区に対しては広報活動費を含む活動費の助成を行うと共
に、民間助成団体からの助成情報の提供や、申請手続きの支援に
も併せて取り組んだ。

90行政区
（助成）

90行政区
（助成）

100% A

　サロンや地域内での福祉情報の提供や啓発などに活用できる最
新の情報について、関係機関等と連携しながら、情報の収集や把
握に努め、必要に応じてチラシ等の情報発信ツールの作成支援を
引き続き行う。

④
関
係
機
関
・
団
体
、
事
業
者

等
と
の
連
携
に
よ
る
情
報
発
信

福祉サービスの利用や地域
福祉活動を推進するうえ
で、様々な社会資源を効果
的に活用できるよう、関係
機関・団体、事業者等との
連携した情報提供・発信に
努めます。

　関係機関、団体等から発進される情報について、サロン連絡
会・福祉委員研修会・民生委員児童委員協議会等において各種福
祉情報の周知・発信等を行った。重点地区（筑紫地区）での冊子
の作成に取り組んでいる。

１重点地区
1重点地

区
100% A

　関係機関の発信する情報と社協が発信する情報が常に共有でき
るよう、関係機関等との連携や連絡調整に努める。また、地域版
社会資源情報の作成に取り組んでいるため地域の社会資源情報の
発信や活用、更新などについて関係機関と協働し検討していく。
また、地域版の情報誌やＳＮＳの活用によるより細やかな情報発
信についても検討していく。

（
１
）
地
域
実
態
に
即
し
た
福

祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
（
進
行
管

理
）

①
地
域
福
祉
施
策
・
事
業
の
推

進

「地域福祉計画・地域福祉
活動計画」に基づき、地域
の実態に即した福祉サービ
ス等の提供・推進に努める
ともに、その成果や課題な
どを踏まえながら、地域福
祉施策・事業の更なる充実
を図ります。

　地域福祉計画・地域福祉活動計画と社会福祉協議会の事業計画
の整合性を図りながら社協事業を推進し、地域福祉事業の充実を
図るため、関係機関等と連携し、生活支援コーディネーター等に
よるアウトリーチや行政や関係団体等との連携のもと社会資源情
報誌作成をはじめとする地域の福祉ニーズの把握や情報収集に取
り組んだ。

100件（各コ
ミュニティ
における打
合せ・会
議）

198件
（各コ
ミュニ
ティにお
ける打合
せ・会
議）

100% A
　コミュニティ及び自治会との協力・連携の強化に努め、地域に
おける福祉ニーズや課題の発掘や地域版社会資源情報誌作成など
による情報の可視化に取り組む。

①
権
利
擁
護
制
度
等

の
普
及
啓
発

福祉制度の谷間にある人や
権利侵害を受けやすいと思
われる人が、権利擁護制度
等につながっていけるよ
う、関係者等への情報提供
を行うとともに、研修会等
を通して普及啓発に努めま
す。

　市・及び地域包括支援センター等と連携し、情報提供を行うと
共に、関係機関へパンフレットの配布・事業説明及びホームペー
ジにおいての啓発等を行った。なお、コミュニティにおいての学
習会等にも積極的に参加し、地域住民の理解へつなげた。

1地区(学習
会）

2地区(学
習会）

100% A
　各地区における社協の事業説明会や広報誌への定期的な情報掲
載や、関係機関へのパンフレット等による事業説明や啓発に引き
続き取り組む。

②
日
常
生
活
自
立
支
援
事
業
及
び

暮
ら
し
の
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
事

業
の
推
進

認知症高齢者等、判断能力
が不十分な人を対象に、福
祉サービスの利用援助、日
常的金銭管理、書類預かり
などを行います。

　県社会福祉協議会の委託事業である「日常生活自立支援事業」
（本市に於いては生活保護受給者を対象）及び市社会福祉協議会
単独事業である「暮らしのサポートセンター事業」の２事業に於
いて、判断能力が不十分な方が安心して地域での生活が継続でき
るよう、生活支援員による日常的金銭管理等の支援を行った。

日常生活自立支
援事業延べ支援
件数1,000件
暮らしのサポー
トセンター延べ
支援件数780件

日常生活
自立支援
事業延べ
支援件数
1,216件
暮らしの
サポート
センター
延べ支援
件数875件

100% A
　生活支援員の援助技術と資質向上を図り、より良い支援が行え
るよう研修等に積極的に参加する。また、引き続き関係機関と連
携し、サービスの充実を図る。

（
２
）
要
支
援
者
に
対
す
る
権
利
擁
護
の
推
進

３
．
住
民
の
視
点
に
立
っ
た
情
報
提
供
の
仕
組

み
を
つ
く
る

（
２
）
必
要
時
に
必
要
な
情
報
が
入
手
で
き
る

仕
組
み
づ
く
り
の
推
進

４
．
各
種
福
祉
施
策
・
事
業
の
推
進
と
利
用
者
の
権
利
擁
護
の
た
め
の
仕
組
み
を
つ
く
る
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基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞　お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標２　様々なニーズを受け止め、支援するための仕組みづくり

③
成
年
後

見
制
度
の

推
進

成年後見制度における法人
後見活動の充実を図りま
す。

　認知症などにより意思決定が困難な方の判断能力を補うため、
社協が法人後見人・保佐人及び補助人となることにより本人が安
心して生活できるよう支援を行った。

延べ支援件
数100件

延べ支援
件数221

件
100% A 法人後見の特性を活かし、事業の充実を図る

④
苦
情
処
理
体
制
の
充
実

福祉サービスに関する苦情
に対し、適切な対応と早期
解決を図るため、苦情処理
機能や体制などを充実する
とともに、苦情に関する情
報の共有化など、苦情の発
生を未然に防ぐための対策
を進めます。

　関係機関との連携や内部での研修・情報共有を行い、適切な苦
情への対応及び早期解決ができる体制作りを行った。

0件(苦情件
数）

0件(苦情
件数）

100% A
　関係機関等との連携や情報交換及び内部研修の充実を図ると共
に、個人情報の取扱いに留意し苦情に対しての適切な対応・早期
解決に取り組む。

①
要
支
援
者
へ
の
支
援

福祉制度の谷間にあって生
活課題を抱える人への支援
を行うため、地域住民や多
様な職種（関係者）による
福祉ネットワークの形成や
社会資源などの開発に努め
ます。

・生活支援コーディネーター（第１層）を設置し、関係機関との
ネットワークづくりや既存の社会資源や不足する社会資源の把握
に取り組んだ。
・生活支援コーディネーターが出席する自立支援型地域ケア会議
において、インフォーマルな社会資源情報を提供することができ
た。

15件(取材件
数）

4件(取材
件数）

60% B

　関係機関との連携を強化し、多様な生活課題に対して支援が可
能な体制整備に努めるとともに、既存の取り組みや社会資源の発
展充実や新しい取り組み実施に向けた研究・検討及びコミュニ
ティや地域住民を対象とした学習会や地域懇談会の実施に取り組
む。

②
新
た
な
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
検
討

福祉ニーズや地域課題の把
握・分析を行い、地域の実
態に即した新たな福祉サー
ビスの研究・検討を行いま
す。

　サロンや地域におけるつどいの場等への参加・訪問や生活支援
コーディネーター等によるアウトリーチ、福祉委員研修会アン
ケートなどを通じ地域における福祉課題の把握に努め、関係機関
と連携しながら課題解決に向けた検討及び相談支援を行った。

410名(福祉
委員研修会
参加者）

428名(福
祉委員研
修会参加
者）

100% A

　地域コミュニティ及び自治会と協力連携し、地域に於いて不足
する社会資源や福祉課題を調査・発掘し、新たなサービスの構築
について研究・検討に取り組む。また、これらを全市的な視点で
協議する「第１層協議体」に続くコミュニティ等生活圏域での協
議の場の設置に向けて具体的な検討を行っていく。

（
４
）
災
害
時
等
要
援
護

者
の
支
援
体
制
の
整
備

①
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ

ン
タ
ー
の
体
制
整
備

災害時において、迅速な災
害ボランティアセンター設
置ができるよう、関係機
関・団体等との連携を図
り、災害を想定した設置訓
練や研修を行うとともに、
災害ボランティアの育成・
支援のための体制づくりに
努めます。

　平成28年の熊本地震、平成29年度の九州北部豪雨災害等におけ
る被災地の災害ボランティアセンター支援の経験や他市町の災害
ボランティアセンター運営マニュアルを参考に、災害時のボラン
ティアセンター設置やボランティアの育成・支援体制づくりにつ
いての研究・検討を行った。令和５年度に筑紫五市地区社協合同
災害ボランティア設置訓練（12/23）を行うにあたり、担当者会
議の開催を行った。

7回（防災会
議）

7回（防
災会議）

100% A

　被災地や近隣社協の災害ボランティアセンターの設置や運営マ
ニュアルをもとに、筑紫野市での災害を想定したボランティアセ
ンター設置・ボランティアの育成について引き続き研修・検討を
行う。

（
５
）
孤
立
し
が
ち
な

生
活
困
窮
者
等
へ
の
自

立
支
援

①
相
談
・
支
援
体
制
の

整
備 生活困窮者等継続的な支援

が必要な人を総合的に支援
するため、身近な地域での
相談や見守り活動を充実
し、必要に応じ専門機関等
へつなぐなど、重層的な支
援ネットワークを推進しま
す。

　行政や県社会福祉協議会等と連携し、弁護士、民生委員・児童
委員等からの協力のもと、生活困窮者に対する総合的かつ継続的
な支援や見守り活動に取り組んだ。

49件 49件 100% A
　各種制度や社会資源を有効に活用し総合的な支援が継続できる
よう、関係機関・団体等と引き続き連携を図り取り組みを進めて
いく。

（
３
）
福
祉
制
度
の
谷
間
に
あ
る
要
支
援

者
へ
の
支
援

7

４
．
各
種
福
祉
施
策
・
事
業
の
推
進
と
利
用
者
の
権
利
擁
護
の
た
め
の
仕
組
み
を
つ
く
る

（
２
）
要
支
援
者
に
対
す
る
権
利
擁

護
の
推
進



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞　お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標２　様々なニーズを受け止め、支援するための仕組みづくり

（
５
）
孤
立
し
が
ち
な
生
活
困

窮
者
等
へ
の
自
立
支
援

②
要
支
援
者
へ
の
生
活
支

援

相談に応じ生活福祉資金等
の貸付を行うなど、生活困
窮者等への生活支援を行い
ます。

　離職者や低所得者、障がい者世帯、母子世帯等の支援が必要と
する世帯に対し、経済的自立と生活意欲向上を図ることを目的に
必要な資金についての申請手続き等の支援を行った。また、新型
コロナウイルス感染症対策による経済活動自粛等に伴う失業や休
業等を背景とした、緊急に生活資金の援助が必要とされる世帯に
対しての貸付の返済等の支援に取り組んだ。

49件（生活
福祉資金貸
付件数）

49件
（生活福
祉資金貸
付件数）

100% A

　市及び民生委員・児童委員の協力を得ながら、県社会福祉協議
会と連携し必要な世帯に対し引き続き資金の貸付申請の支援を行
う。また、緊急に支援を必要とする世帯に対しては、食品等の一
時的な生活必需品の配布を行う。

①
高
齢
者
等
の
防
犯

意
識
の
向
上

高齢者を狙った悪徳商法の
被害を未然に防止するた
め、消費生活講座の開催や
サロン活動などを通じ、高
齢者等への周知啓発を行
い、防犯意識の向上を図り
ます。

　県や市、警察等の協力のもと、被害状況の把握や新しい手口の
情報などの情報収集を行い、サロンや福祉委員研修会、民生委員
児童委員協議会などにおいて周知・啓発を行った。

5回 4回 80% B
　高齢者をはじめとした地域住民の防犯意識向上のため、引き続
き警察等の関係機関と連携を密にし、各サロンなど様々な機会を
通じ周知・啓発活動に取り組む。

②
交
通
安
全
対

策
の
推
進

交通事故から子どもや高齢
者を守るため、地域や学
校、家庭などと連携した見
守り活動等を推進します。

　県や市、警察等の協力のもと、被害状況の把握や新しい手口の
情報などの情報収集を行い、サロンや福祉委員研修会、民生委員
児童委員協議会などにおいて周知・啓発を行った。
また、地域の小学生見守りに同行し、危険個所や活動内容を伺う
事ができた。

1回（見守り
活動同行）

1回（見
守り活動
同行）

100% A
　自治会やボランティア、民生委員・児童委員等の協力を得なが
ら、地域における交通安全活動が安全かつ継続的に実施できる体
制整備に取り組む。

（
６
）
防
災
・
防
犯
、
交
通
安
全
等
の

対
策
強
化

４
．
各
種
福
祉
施
策
・
事
業
の
推
進
と
利
用
者
の
権
利
擁
護
の
た
め

の
仕
組
み
を
つ
く
る
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基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

①
地
域
福
祉
活

動
へ
の
参
加
・

参
画
の
促
進

地域住民に対し、地域福祉活
動等への参加・参画を促すた
め、活動のきっかけとなるよ
うな福祉情報の収集・提供ボ
ランティア養成講座等を開催
します。

　各福祉ボランティアグループの協力を得ながら、分野別のボラ
ンティア講座（点字・朗読・ガイド・ボランティア・拡大写本）
を実施し、ボランティアの養成を行った。また、地域住民への地
域活動への参加の機会の拡充に向け、地域福祉の担い手づくりと
してセミナー・サポーター養成講座を実施した。（参加者１１６
名）

4講座（分野
別入門ボラ
ンティア講

座）

5講座
（分野別
入門ボラ
ンティア
講座）

100% A

福祉ボランティア団体への助成や情報提供、連絡調整を行い活動
しやすい環境づくりに努めると共に、各団体の協力を得ながら新
しい人材の育成・発掘のため引き続き各種講座の実施に取り組
む。

②
講
座
受
講
後
の

支
援
体
制
の
強
化

講座受講者等を活動の担い手
として結びつけるため、福祉
施設事業者や関係団体などと
の連携を図り、受講後の支援
体制を強化します。

　ボランティア講座受講者に対して、福祉ボランティア団体や福
祉施設等の協力を得ながら、講座・イベントなどへの参加協力を
依頼することにより、受講後の活動の場の提供や支援体制の強
化・啓発活動に取り組んだ。また、サポーター養成講座を受講さ
れた後のフォローアップ講座を開催した。（参加者２８名）

20回（ニー
ズの相談）

19回
（ニーズ
の相談）

95% A

より多くの人材を発掘・育成し、継続的な支援体制を構築するた
め、市民にとって関心をもってもらえる講座や活動の場の提供が
できるよう地域や関係機関と協力しながらボランティアセンター
の機能強化を図る。

（
２
）
地
域
福
祉
活
動

の
中
核
と
な
る
人
材
の

育
成

①
地
域
福
祉
活
動
リ
ー

ダ
ー
の
養
成

市や関係機関・団体等と連携
し、地域づくりに意欲があ
り、地域福祉活動のリーダー
として期待される人材の発掘
に努めるとともに、地域福祉
活動を進めるうえで必要な知
識や技術を学ぶための機会や
情報の提供を行います。

　サロン活動等で利用できる社会資源や体操などの活動の紹介や
福祉情報の提供を目的にサロン新任代表者を対象としたサロン連
絡会及び子育てサロンを対象とした連絡会を市や関係機関の協力
を得ながら実施した。また、福祉委員への情報提供及び活動の現
状把握を目的とした研修会を２回実施した。

2回（サロン
連絡会）

2回（サ
ロン連絡
会）

67% B

　福祉情報・社会資源情報の提供や情報交換・交流を目的に、サ
ロン連絡会及び福祉委員研修会の実施に引き続き取り組む。
コミュニティや自治会及び関係機関と連携しながら課題の発掘・
人材の育成に向けた住民と対象とした勉強会・講座を実施してい
く。

①
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

セ
ン
タ
ー
事
業
の

充
実

ボランティア講座や研修会等
の開催・充実に努めるととも
に、ボランティア関連情報や
センター登録団体活動情報を
収集・提供するなど、ボラン
ティアセンター事業の充実に
努めます。

　各福祉ボランティア団体の協力のもと、分野別ボランティア講
座や入門ボランティア講座等を計画しボランティアの育成・発掘
を目指した。また、各福祉ボランティア団体が活動しやすい環境
整備のため、ボランティアバンク等との連絡調整や活動費の助成
等を継続して行った。

4講座（分野
別入門ボラ
ンティア講

座）

5講座
（分野別
入門ボラ
ンティア
講座）

100% A
ボランティアバンクをはじめ、各種関係機関と連携を図りながら
福祉ボランティア団体が活動しやすい環境整備に引き続き取り組
む。

②
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ

ン
タ
ー
機
能
・
体
制

の
充
実

ボランティアセンター機能・
体制の充実を図るため、生涯
学習ボランティアバンクや関
係機関・団体等との連携を強
化するとともに、ボランティ
ア活動を推進する新たな人材
の育成・発掘に努めます。

　福祉ボランティア団体やボランティアバンク等と連携しなが
ら、分野別ボランティア講座や入門ボランティア講座等を開催
し、ボランティアの育成・発掘を計画した。新たな人材育成・発
掘のために各小学校にてボランティア団体と協力して、福祉教育
を図った。

5校（福祉教
育実施校）

7校（福
祉教育実
施校）

100% A

　
ボランティアバンクや各福祉団体、学校等と連携しながら、身近
なボランティア活動の相談窓口として情報発信やコーディネート
機能の強化、人材の育成・発掘に引き続き取り組む。

①
活
動
に
必

要
な
情
報
等

の
提
供

ボランティア団体等が活動す
るうえで参考となる活動事例
や、活動資金確保のために必
要な情報等の収集・提供に努
めます。

　他市町のボランティアセンターやボランティアバンク・ボラン
ティア連絡協議会等と定期的な協議・交流の場を作り、活動の参
考となる情報の収集及び共有に努めた。また、必要に応じて民間
助成団体からの助成情報の提供や申請手続きの支援を行った。ま
た、赤い羽根情動募金の啓発活動として１０月に街頭募金の活動
を行った。

1回（募金活
動）

1回（募
金活動）

100% A
　福祉ボランティア団体等への活動助成金の主たる財源となる赤
い羽根共同募金運動について地域住民の理解を深めるための啓発
活動や使途の明確化を行い、財源の確保に努める。

②
活
動
財
源
等

の
支
援

ボランティア団体等が活動内
容等の充実を図り、安定かつ
継続した取り組みを行うこと
ができるよう、活動財源等の
助成支援を行います。

　共同募金配分金を活用した無認可作業所等への財政支援（助成
金交付）や企業・財団からの活動助成についての情報提供を随時
行った。

7団体（助成
交付）

7団体
（助成交
付）

100% A
　共同募金配分金を活用した活動費の助成を継続していくと共
に、民間企業等からの最新の活動助成情報について適宜情報提供
を行っていく。

9

（
２
）
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体

等
の
育
成
と
活
動
支
援

２
．
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
・
N
P
O
活
動
等
の
活
性
化
を
図
る

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標３　地域福祉を支え、推進する人や組織の担い手づくり

（
１
）
地
域
福
祉
を
支
え
る
人
材
の

育
成

１
．
地
域
福
祉
を
担
う
多
様
な
人
材
を
育
成
す
る

（
１
）
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
事
業
の

充
実



基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本目標３　地域福祉を支え、推進する人や組織の担い手づくり

（
２
）
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
団
体
等
の
育
成
と

活
動
支
援

③
団
体
等
の
連
携

推
進 ボランティア団体等活動の充

実と活性化を図るため、団体
間の情報交流を促し、事業活
動における連携・協力をしま
す。

　ボランティア連絡協議会加盟団体による定期的な連絡会を重ね
て、団体間の情報交換・情報共有・連携協力の支援を行った。

10回（連絡
会開催）

9回（連
絡会開
催）

90% B

　ボランティア連絡協議会の定期的な会議を通した団体間の交流
や情報共有に引き続き取り組む。また、コミュニティや自治会、
隣組などの単位で活動するボランティア活動についても情報の収
集、分析、啓発に取り組む。

①
共
同
募
金
運
動
の

推
進

地域福祉事業における活動財
源の確保・充実を図るため、
共同募金会と連携し、共同募
金運動の周知、推進に努めま
す。

　福祉ボランティア団体等への活動助成金の主たる財源となる赤
い羽根共同募金運動について地域住民の理解を深めるため、コ
ミュニティ運営協議会や隣組長会等において使途の説明や周知・
啓発を行った。

8回（説明
会）

8回（説
明会）

100% A

　地域住民への共同募金運動への理解を深めるため、地域での説
明・啓発活動を引き続き行うと共に、県共同募金会と連携しなが
ら、広報・ホームページ・イベントなどによる啓発活動に取り組
んでいく。

②
財
源
確
保
の
た

め
の
活
動
支
援
・

研
究 コミュニティビジネスの視点

導入や賛同する住民からの会
費等で事業を行なう仕組みづ
くりなど、地域福祉活動にお
ける財源確保のあり方等を研
究・検討します。

　各種福祉ボランティアグループや、地域で福祉活動を行う団体
などに対し、民間助成事業についての情報提供を行い、財源確保
の支援に取り組んだ。

10社（民間
助成事業紹

介）

8社（民
間助成事
業紹介）

70% B
　地域コミュニティや自治会と協働し、先進地への調査等を行
い、他市町の取り組みを参考に新たな仕組みづくりや財源確保の
在り方について研究を行っていく。
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（
３
）
地
域
福
祉
活
動
の
た
め
の
財
源

の
確
保
、
検
討

２
．
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
・
N
P
O
活
動
等
の
活
性
化
を
図

る



第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

（
１
）
人
権
意
識

の
醸
成

①
人
権
啓
発
活
動

等
の
推
進

地域社会を構成する一員と
して、認知症高齢者や障が
い者などが社会的に排除さ
れ、様々な権利侵害を受け
ることがないよう、人権教
育・啓発活動等の推進を図
ります。

筑紫野市人権問題啓発実行委員会に職員を選出し、実行委員会に
参加した。職場内研修として令和５年度は同和問題に関わる研修
を行った。

1回
（全職員対
象人権学習

会）

１回
（全職員
対象人権
学習会）

100% A
　各種テーマに基づき、全職員を対象とした研修会の実施を継続
していく。

①
住
環
境
に
関

す
る
ニ
ー
ズ
の

把
握

介護が必要な人や障がいの
ある人などが快適に暮らせ
るよう、住環境に関する
ニーズの把握に努め、福祉
用具の貸出など必要なサー
ビス等につなげます。

　介護者の負担軽減や、介護が必要な高齢者・障がい者等が可能
な限り自立した生活が送れることを支援するため、各種福祉機器
の貸出を行った。

300件（福祉
用具貸出）

延べ375
件（福祉
用具貸
出）

100% A
　各種福祉機器の管理・整備及び貸出体制の整備を行い、希望者
が利用しやすい環境整備に取り組む。

②
バ
リ
ア
フ

リ
ー
等
情
報
の

提
供

バリアフリーに取り組んで
いる店舗や、ユニバーサル
デザインに関する紹介を行
うなど、暮らしやすい地域
づくりに必要な情報提供を
行います。

　小学生を対象とした車いす体験を通じて、福祉機器の紹介や暮
らしやすい地域づくりに向けた情報提供や啓発に取り組んだ。

5校（福祉体
験学習）

7校（福
祉体験学
習）

100% A
　小学校等における車いす体験だけでなく、ボランティア団体等
の協力をいただきながら、手話・点字など様々な分野での福祉学
習の場が提供できるよう体制の整備に取り組む。

③
移
動
支
援

の
充
実

移動・外出に関わる福祉
ニーズや社会資源等の実情
を踏まえながら、「共助」
を基盤とした移動支援のあ
り方を研究します。

　市内在住で日常的及び通院や一時退院等で臨時的に利用する方
を対象にリフト付き軽自動車の無料貸し出しを行い、利用者の日
常生活の質の向上を図った。

35件（車両
貸出利用者

数）

81件
（車両貸
出利用者
数）

100% A
　コミュニティや自治会、隣組単位での移動支援の取り組み実施
に向け、先駆的に取り組まれている地区への調査等を通じ、情報
の収集と課題の分析に取り組む。

①
子
ど
も
の

交
流
・
体
験

事
業
の
推
進

関係機関団体やボランティ
アなどと連携し、子どもた
ちの様々な交流や体験を促
す講座や教室などの開催・
充実に努めます。

　新たな人材育成・発掘のために各小学校にてボランティア団体
と協力して、福祉教育を図った。

5回 7回 100% A

　新型コロナウイルス感染症の発生後よりボランティアスクール
を実施できなかった。しかし、学校での福祉教育が再開され、ボ
ランティア団体との交流を図りながらできたので今後は福祉教育
の内容の検討など学校との連携を強化していく。

②
地
域
で
の
子

育
て
支
援
の
推

進 子育てサークル等の育成や
活動支援を行うとともに、
子育てサロンなどの開設活
動を支援するなど、地域に
おける子育て支援の推進を
図ります。

子育てサロンの新設に伴い、情報提供や会議の場にて説明を行っ
た。また、新規のサロンの支援や休会となるサロンに対しても継
続に向けた相談対応を行った。

2回
（サロン連
絡会）

2回（サ
ロン連絡
会）

100% A

今年度、市の子育て支援課が主催しているコミュニティにおける
サロンと社協が支援しているサロンを対象として共催でサロン連
絡会を開催した。市内の子育てサークルの交流や活動の支援が広
がった。今後も継続・開設の支援を推進する。

２
．
健
康
・
福
祉
へ
の

理
解
と
行
動
を
促
す

（
１
）
福
祉
教
育
の

推
進

①
学
校
に
お
け
る
福

祉
教
育
の
推
進

子どもの頃から福祉への理
解と関心を高め、福祉の心
を育むことができるよう、
福祉機器の貸出や講師派遣
を行うなど、学校で行われ
る福祉教育やボランティア
体験学習やボランティア体
験学習を支援します。

　ボランティア連絡協議会等の協力を得ながら、小学校等におい
て車いすやアイマスクの体験学習の支援を行い、福祉ボランティ
ア団体の活動内容説明や福祉機器についての説明を行った。

5校（福祉体
験学習）

7校
（福祉体
験学習）

100% A

　車いす体験だけでなく。様々な分野での福祉学習・体験が提供
できるようボランティア団体等との連携強化に努める。また、福
祉学習や福祉機器の体験学習の充実のため、既存の福祉機器の整
備や体験学習機材の新規購入などを検討する。

11

基本目標４　地域福祉への理解を深め、福祉の心を育む環境をつくる

（
２
）
人
に
や
さ
し
い
住
環
境
づ
く
り
の
推
進

（
３
）
安
心
し
て
子
育
て
で
き

る
環
境
づ
く
り
の
推
進

１
．
人
に
や
さ
し
い
地
域
づ
く
り
を
進
め
る



第二次地域福祉活動計画進捗状況表　（令和５年度）

＜基本理念＞お互いを認めあい、支えあいながら、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくり

基本
施策

施策の
方向性

施策・
事業

内容 実施状況及び成果（令和４年度） 目標値 実績 達成度
達成度(4段
階評価）

課題・方向性

基本目標４　地域福祉への理解を深め、福祉の心を育む環境をつくる

②
地
域
に
お
け
る
生
涯
福
祉

教
育
の
推
進

福祉に対する理解と関心を
高め、地域での福祉活動に
生かすことができるよう、
福祉ボランティア講座やボ
ランティアスクール事業を
開催するとともに、福祉関
連イベントなどへの参加・
参画を呼びかけます。ま
た、福祉機器の貸出や講師
派遣等を行い、福祉学習活
動への支援を行います。

　福祉ボランティア団体や関係機関と連携・協力しながらボラン
ティア講座や車いす体験などの福祉学習を実施し、地域における
ボランティアへの意識高揚や学習、人材の育成・発掘、世代間交
流を図った。

4講座（分野
別入門ボラ
ンティア講

座）

5講座
（分野別
入門ボラ
ンティア
講座）

100% A

　ボランティア及び福祉人材の育成・発掘のため実施するボラン
ティア講座やボランティアスクール等には、福祉ボランティア団
体や関係機関の協力が不可欠であり、それらとの連携をより一層
密にし活動に取り組みたい。また、福祉ボランティア団体等が安
定した活動を行えるよう活動費の助成や福祉情報の提供・共有、
人材育成等の支援を引き続き行う。

③
福
祉
活
動
団

体
等
へ
の
支
援

ボランティア団体、NPO、社
会福祉施設等の活動は、福
祉について実践的に学ぶ重
要な学習の場でもあり、こ
うした活動を行う団体等へ
の支援を行ないます。

　共同募金配分金を活用した活動費の助成や、民間助成金情報の
提供や申請手続きの支援を行うと共に、ボランティア活動を行う
方々が安心して活動に取り組むことができるようにボランティア
活動保険等の周知及び加入促進に取り組んだ。福祉教育で学校を
伺う際は謝金の依頼を行うことで、団体を運営を支援をしてい
る。

7団体（助成
交付）

7団体
（助成交
付）

100% A

　継続した活動費助成が行えるよう、共同募金運動の啓発をはじ
めとした財源の確保に努める。また、民間助成金やボランティア
保険の周知・情報提供にあたっては最新かつ有用な情報提供が行
えるよう関係機関との連携や情報収集に努める。

（
２
）
健
康
づ

く
り
等
の
推
進

①
健
康
づ
く
り

活
動
等
の
推
進

市民が取り組む介護予防活
動等やゲートキーパー研修
等への参加を支援するとと
もに、日常的な相談活動等
を通じて、健康づくり関連
情報の提供に努めます。

　いきいきサロンやシニアクラブ等に対し、健康づくりや介護予
防を目的としたレクリエーション用具についての情報提供や貸出
を行った。また、地域包括支援センターとの連携により、フレイ
ル予防に関する情報等を紹介し、地域で取り組む健康づくりや介
護予防の支援を行った。

250（レクリ
エーション
用具等貸
出）

359
（レクリ
エーショ
ン用具等
貸出）

100％ A

　地域サロン等への用具貸出によるをはじめとする、住民活動に
対して市や地域包括支援センターが提供するサービスや民間が行
うサービスについて情報提供を行いながら、既存のサービスや不
足する福祉課題の発掘及び情報収集に取り組む。
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２
．
健
康
・
福
祉
へ
の
理
解
と
行
動
を
促
す

（
１
）
福
祉
教
育
の
推
進


